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第 ４ 回  A S B Jと F A S Bに よ る 定 期 協 議  

 

 

Ⅰ ． は じ め に  

 企 業 会 計 基 準 委 員 会（ A S B J ）と 米 国 財 務 会 計 基 準 審 議 会（ F A S B ）

は 、2 0 0 7 年 1 0 月 1 7 日 と 1 8 日 に 、米 国 コ ネ チ カ ッ ト 州 ノ ー ウ ォ ー ク で

第 ４ 回 定 期 協 議 を 行 っ た 。 こ れ は 、 2 0 0 7 年 6 月 に 東 京 で 開 催 さ れ た

第 ３ 回 定 期 協 議 に 続 く も の で あ り 、A S B J か ら は 西 川 委 員 長 、新 井 委

員 及 び ス タ ッ フ 、 F A S B か ら ハ ー ズ 議 長 を 含 む ボ ー ド メ ン バ ー 4名

（ う ち 2名 は 1日 ず つ の 参 加 ） お よ び ス タ ッ フ が 参 加 し た 。  

 以 下 、 第 ４ 回 定 期 協 議 の 概 要 を 紹 介 す る が 、 文 中 意 見 に わ た る 部

分 は 筆 者 の 私 見 で あ る 。  

 

Ⅱ ． 第 ４ 回 定 期 協 議 の 概 要  

 第 ４ 回 定 期 協 議 は 、 概 ね 次 の ス ケ ジ ュ ー ル に 沿 っ て 行 わ れ た 。  

1 0 月 1 7 日  議 事 内 容  

9 : 0 0 ～ 1 0 : 5 0  I F R S と の コ ン バ ー ジ ェ ン ス 加 速 化 計 画 に つ い て  

1 1 : 0 0 ～ 1 2 : 3 0  概 念 フ レ ー ム ワ ー ク と 測 定 に 関 す る 議 論  

1 3 : 3 0 ～ 1 5 : 0 0  収 益 認 識 に 関 す る 議 論  

1 5 : 0 0 ～ 1 6 : 0 0  負 債 と 資 本 の 区 分 に 関 す る 議 論  

1 0 月 1 8 日  議 事 内 容  

9 : 0 0 ～ 1 1 : 0 0  連 結 範 囲 （ S P E を 含 む ） に 関 す る 議 論  

1 1 : 0 0 ～ 1 4 : 0 0  ス タ ッ フ ・ ミ ー テ ィ ン グ  
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１．IFRSとのコンバージェンス加速化計画に

ついての両者の現状説明と討議 

（１）ASBJ側の現状説明 

 東京合意とそれに基づく作業計画を中心に、

以下の内容を説明した。 

 ● IFRSとのコンバージェンスについては、

個々の基準ごとに検討している。 

 ● 日本基準は、たとえば金融商品会計の早期

の導入にも見られるように、IFRSとほぼ同

等の水準にあると自負している。 

 ● EUの同等性評価に関し、CESRの技術的

助言の原案に基づき、2006年10月に作業計

画を公表した。 

 ● コンバージェンスの加速化のため、関係者

との協議のほか、海外の会計基準設定機関

との協議を進めている。IASBおよびFASB
との協力関係を深め、特にMOU項目の検

討に協力していきたい。 

 ● 本年8月の東京合意では、短期プロジェク

トは2008年、他の項目は2011年6月30日を

目標期日としている。ただし、IASBと

FASBが協議中で2011年6月以降に完成す

るものについては、完成した基準が適用さ

れるまでに対応することとなる。 

質問・コメントおよび討議 

FASB側から、CESRの指摘項目は差異では

あるが必ずしも是正の対象とは考えていないが、

ASBJではどう考えているかという質問があっ

た。これに対し、ASBJ側から、日本では、IFRS
と同等との評価を維持したいという関係者が多

く、基本的に収斂していく方向であるが、現在

の日本基準が米国基準と同様である開発費と減

損については、検討の余地があるという意見が

多いとの回答がなされた。 

また、FASB側から、FASBとIASBの企業結

合会計基準の改訂が公表される予定であるが、

それについてASBJはどのように対応するのか

という質問があり、これに対し、ASBJ側から、

企業結合のコンバージェンス・プロジェクトは

２段階の計画となっており、今回の改訂は、の

れんの償却とともに第２段階での検討課題とな

るとの回答がなされた。 

 

（２）FASB側の現状説明 

MOU項目の現状 

FASB側から、IASBとのMOU項目（10項目）

の現状が説明された。いくつかの例外はあるが、

おおむね予定どおりに進行しているとの説明が

なされた。また、その他のコンバージェンス項

目として、一株当たり利益、法人所得税、公正

価値オプション、減損の各プロジェクトについ

て簡単な説明があった。 

SEC（証券取引委員会）の動き 

 SECは、７月に公表したProposing Release
（公開草案に相当）で、IFRSを完全適用する米

国外の登録企業（FPI）に対しては調整表作成

の義務を撤廃する提案をしている。完全適用で

ない場合には、本来のIFRSとの差異部分だけで

なく全体について調整表作成の義務が残る。EC
はこの点には反対している。 
 また、その後公表したConcept Release（討

議資料に相当）で、米国企業にIFRSの利用を認

めるかどうかについてコメントを募集している。 

これらの提案について、FASBからもコメン

トを提出する予定で、コメント内容を検討中で

ある旨説明があった。最終的な決着の方向はま
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だはっきりしないが、いずれにしてもここ１年

くらいの間に政策上の決断が必要となるとの見

方が示された。 

質問・コメントおよび討議 

ASBJ側から、会計基準の内容が接近するこ

とは好ましいことだが、現在の段階で完全に一

つになる必要はないのではないかとの質問を行

い、これに対し、FASB側から、その点は、ま

さに政策の問題であり、慎重に考えていく必要

があるとの回答があった。 

また、ASBJ側から、ルール・ベースとプリ

ンシプル・ベースについての議論に関連して、

各国固有の会計事象の取扱いに関して、各国で

IFRICの対応に不満が出ているとの指摘がなさ

れた。これに対し、FASB側から、米国基準の

ルール過多の状態を変え、基準書を短くしてプ

リンシプル・ベースにすることが必要な部分が

あることは認識しており、SECのAdvisory 
Committeeにおいて、関係者が結集して、複雑

性の問題が検討されているとの回答があった。 

ASBJ側から、MOU項目の中で2011年までに

完成予定のものはあるかとの質問を行い、これ

に対し、FASB側から、現状ではどのプロジェ

クトも初期段階にあり、「財務諸表の表示」を

例にとっても、すべてがパーフェクトに進んで

やっと2011年6月というところであるが、現実

にはパーフェクトはあり得ないとの回答があっ

た。また、他のプロジェクトについても、それ

よりも早くなることはないとの見方が示された。 

 

２．概念フレーワークと測定 

 FASBとIASBの共同プロジェクトで概念フ

レームワークの改訂が検討されており、2006年

にフェーズＡ（目的および質的特性）の予備的

見解が公表され、次の段階として測定に関する

議論が開始されている。今回は、フェーズＡの

現在の案に対する理解の確認と測定についての

ASBJ側の考え方を示した説明資料に基づき、

意見交換が行われた。 

 

（１）財務報告の目的 

＜ASBJ側の資料説明＞ 

 財務報告の基本的な目的が将来キャッシュ・

フロー予測のための情報提供であるという点に

ついては、理解が共有されている。ただし、予

備的見解に対するコメントとして欧州を中心に

経営者の受託責任（stewardship）の評価を目的

に含めるべきだとする議論があり、それに対応

して目的の文言を修正する予定であると聞いて

いる。その場合、基本目的とのトレードオフが

生じた場合どうするかという問題があるように

思われる。 

＜質問・コメントおよび討議＞ 

FASB側から、意思決定への有用性が必要で

あることは誰もが認めており、受託責任の議論

は、コーポレート・ガバナンス上のモニタリン

グのための意思決定情報としての重要性を強調

したものという理解であり、情報の内容自体が

変わるものではなく、基本目的との矛盾が生じ

ることはないと考えているため、両方の目的を

表現する方向で考えているとのコメントがあっ

た。 

ASBJ側から、２つの目的の間でのトレード

オフは想定されていないという理解でよいかと

いう質問を行い、FASB側から、そのように考

えているとの回答があった。 
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（２）質的特性 

＜ASBJ側の資料説明＞ 

 予備的見解の中では、目的適合性（relevance）
は財務報告が表現しようとする事象の選択、表

現の忠実性（faithful representation）はその選

択された事象の忠実な表現という役割分担にな

っていると思われる。これは、従来の目的適合

性と信頼性のようなチェック・アンド・バラン

スの関係ではなくなっているのではないか。 

 何がrelevantな情報といえるのか、どのよう

な描写が忠実な表現と考えられるのかが問題で

ある。質的特性はあくまで財務報告の目的を達

成するための手段であるべきものと考える。 

＜質問・コメントおよび討議＞ 

FASB側から、ASBJ側の指摘は基本的に測定

に関連したものであり、質的特性だけではなく

財務報告の目的に立ち返って会計処理の代替案

の評価を行うべきこと、部分的な判断ではなく

全体的な判断が必要であることを主張したもの

と理解したとのコメントがあった。 

ASBJ側から、目的適合性と表現の忠実性と

の関係はトレードオフ関係ではなくなっている

という理解でよいかとの質問を行い、FASB側
から、忠実な表現ができない事象は意思決定有

用性がないという考えであるとの回答があった。 

 

（３）測定 

＜ASBJ側の資料説明＞ 

 FASBとIASBでは、測定属性が混合的である

ことによる複雑性の減少を目標に置いていると

理解しているが、あくまで財務報告の目的が支

配的原理であるべきで、たとえば複雑性の軽減

のような中間的目標は、大目標である財務報告

の目的への役立ちという観点から評価されるべ

きものと考える。 

企業評価において、将来キャッシュ・フロー

の推定との関連性が不可欠である。資産と負債

の情報だけでは、それらの価値に反映されない

のれん価値の推定ができないので、全体として

の企業価値の評価には不十分である。過去の業

績は、投資家が企業価値を推定するための重要

な情報である。こうした目的のためには、フィ

ードバック（期待と成果との比較）が必要であ

るが、投資の性格により期待の内容が異なるの

で、期待との比較のために用いる測定属性も異

なりうるものと考える。 

＜質問・コメントおよび討議＞ 

 FASB側から、予測価値と確認価値というの

は財務諸表の利用者にとっての予測と確認に役

立つという意味と理解しているが、投資の性格

に応じた分類が必要という議論は、企業の経営

者にとっての期待の内容に基づく分類を指して

いるように思われるので、同じではないのでは

ないかとの質問があった。これに対し、ASBJ
側から、投資の性格により期待の内容が異なる

というのは経営者の期待のことであるが、企業

を投資の束と見る観点からは、財務諸表の利用

者の期待と究極的には一致するものと考えてい

るとの回答がなされた。また、財務報告の目的

について、財務諸表の表示プロジェクトとの関

連で言うと、包括利益では、将来キャッシュ・

フローの予想との比較対象の提供にならないと

考えているとのコメントがなされた。 

 

３．収益認識 
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 FASBとIASBとの共同で進められている収

益認識プロジェクトについて、ASBJ側から内

容の分析とコメントを示した資料を提示し、そ

れに基づいて意見交換が行われた。 

 

（１）収益の定義 

＜ASBJ側の資料説明＞ 

 収益の定義の問題に関し、①Revenueの定義

はどのように議論されているのか、②Revenue
とGainとを区別しているのかどうか、③

ExpenseとLossはどのように認識されるのか

といった点に疑問がある。 

＜質問・コメントおよび討議＞ 

FASB側から、定義については次週のIASBと
の合同会議で議論する予定であるが、公正価値

モデル（測定モデル）と顧客対価モデル（配分

モデル）のいずれにおいても、契約に基づくも

のだけを対象と考えており、それぞれのモデル

で定義は異なっているものの、いずれも契約を

基礎とするという点では同じであるとのコメン

トがあった。 

 

（２）契約時の収益計上（selling revenue） 

＜ASBJ側の資料説明＞ 

 契約時の収益計上が生じるかどうかが両モデ

ルの大きな相違点と理解している。当初認識時

の測定は、事後測定との関係を考慮すべきもの

と考える。金融投資は時価評価、事業投資につ

いては再測定しないというのが我々の考え方で

ある。 

＜質問・コメントおよび討議＞ 

ASBJASBJ側から、顧客対価モデルのほうを

好ましいと思っており、公正価値モデルに対し

ては、仮想的な義務移転取引を仮定することの

意味と、測定の困難性という観点から、大きな

疑問を持っているとのコメントがなされ、

FASB側から、そうした指摘は多方面から受け

ているとの回答があった。 

 
（３）契約獲得費用 

＜ASBJ側の資料説明＞ 

 契約獲得に要した費用について、ローンやリ

ースでは繰延処理する基準が米国にあるが、資

産負債アプローチに基づく公正価値モデルでも、

契約時収益と契約獲得費用との対応関係が主張

されていることは興味深い。 

＜質問・コメントおよび討議＞ 

FASB側から、契約獲得費用は回収すべき費

用であることは確かだが、マッチングという発

想ではないとのコメントがあった。 

ASBJ側から、公正価値モデルでは、「投資

のリスクからの解放」概念に比べて、収益認識

が常に一段階早まることになるように思えると

の指摘がなされ、これに対し、FASB側から、仕

組みとしてはそうであり、株式市場では、大口

受注があると株価が上がるという現象もあると

のコメントがあった。 

ASBJ側からは、大口受注は株価が上がる要

素となるのは確かだが、それを会計処理に反映

すべきかどうかは検討を要する問題であるとの

コメントがなされた。 

 

（４）「投資のリスクからの解放」概念 

＜ASBJ側の資料説明＞ 

 「リスクからの解放」とは、事前の期待が事

実に転化したことを指す概念である。投資の性
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格に応じて事前の期待の内容が異なり、それに

より投資のリスクからの解放のタイミングは異

なることになる。履行義務の解除という表現に

置き換えて考えることも可能であり、これをさ

らにoperationalにすることにより、異なるタイ

プの各種取引を統一的に説明できる概念と考え

られる。 

＜質問・コメントおよび討議＞ 

 FASB側から、米国基準の現行の収益認識モ

デルは、稼得過程の完了という考え方によって

いるが、「投資のリスクからの解放」も概念的

にはさほど異ならないものと思われるが、この

考え方の実際の運用が問題となることが多いと

のコメントがあった。これに対し、ASBJ側か

らは、「投資のリスクからの解放」は、コモデ

ィティの時価評価にも当てはまる適用可能範囲

の広い概念であるとのコメントがなされた。 

ASBJ側から、ある取引を工事契約と見るの

か完成品の販売と見るのかで会計処理が違って

くることになるのかとの指摘がなされ、これに

対して、FASB側から、答えとしては違いが出

てくることがあり、生産過程において製造利益

（production income）が認識されることになる

場合もあるとの回答があった。 

 

４．負債と資本  

 FASBのプロジェクト担当者から、2007年第

４四半期に予備的見解を公表する予定となって

いる検討内容について説明があり、それに基づ

いて意見交換が行われた。 

＜FASBJ側の資料説明＞ 

 討議資料では以下の３つのアプローチが提示

されることになる。 

① Basic Ownershipアプローチ 

 FASBで最も支持を得ている。この考え方で

は、３つのアプローチの中で資本（equity）の

範囲が最も狭く、新株予約権、転換社債、償還

期限のない永久的優先株式などは負債とされる

ことになる。 

 このアプローチがFASBで支持されているの

は、最も単純明快であること、決済方法の影響

を受けないことなどの理由による。 

② Ownership Settlementアプローチ 

 このアプローチは現在の米国基準に最も近く、

償還義務のない優先株式等や新株予約権など株

式で決済される間接的所有商品も資本に分類さ

れる。株式の売建コール・オプションは、現金

で決済される場合には負債となる。このアプロ

ーチでは、区分表示が要求されるケースが多く

なる（転換社債等）。 

③ REOアプローチ 

 このアプローチにはFASBでは全く支持がな

い。決済方法の可能性に応じて負債か資本かを

判定する考え方であり、区分処理が要求される

ケースが最も多く、公正価値測定が要求される

ケースも多くなる。 

＜質問・コメントおよび討議＞ 

ASBJ側から、Basic Ownershipアプローチ

において、転換社債については組込デリバティ

ブの取扱いと同様に、負債の中で両者を区分す

る考え方もありうるのではないかとのコメント

がなされた。これに対し、FASB側から、米国

でいうSynthetic CBについて、同じような考

え方があり、考え方は分らなくもないが、FASB
では検討されなかったとの回答があった。 
また、ASBJ側から、ストック・オプション
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の会計処理にも影響するという理解でよいかと

いう質問を行い、これに対し、FASB側から、

そのとおりであり、Basic Ownershipアプロー

チでは最終的には行使日測定となるが、報酬費

用はあくまで付与日測定による金額として、他

と区分する考え方もありうるとの回答があった。 

 

５．連結範囲 

 IASBで進めているプロジェクトの主要論点

について、ASBJ側から内容分析の資料を提示

し、それに基づいて意見交換が行われた。 

 

（１） 支配（control）の定義 

＜ASBJ側の資料説明＞ 

 従来、連結の議論は、事業体を連結するかど

うかというアプローチで行われているが、

IASBのプロジェクトでは、事業体の有する資

産・負債に対する支配に焦点を当てている。支

配の有無の判断基準の一つとされている

"strategic power"には、組織の根本的変更や役

員の任免を行える力が含まれていると理解して

おり、拒否権の議論もこれに関連すると思われ

る。 

＜質問・コメントおよび討議＞ 

FASB側から、IASBによる「支配」の定義案

を見ると、"strategic power"という文言はない

との指摘があり、これに対し、ASBJ側から、

現在のところ、「支配」の３つの判断基準のう

ち、パワー基準で"strategic power"という考え

方が残っていると理解しているとのコメントが

なされた。 

 

（２） 自動操縦（auto pilot） 

＜ASBJ側の資料説明＞ 

 IASBが現在検討しているモデルは、個々の

契約上の資産および負債に対する支配に着目し

て１ステップ・モデルと考えているようである

が、現在の米国でも行われている２ステップ・

モデルと実質的に同じではないかと理解してい

る。また、自動操縦に関する技術的な論点とし

て、資産および負債に対する持分比率と損益に

対する持分比率が異なる場合、計算上、差額が

発生し、その処理方法をどうするかといった問

題がある。 

＜質問・コメントおよび討議＞ 

FASB側から、米国ではパートナーシップに

おいて、ゼネラル・パートナー（GP）の出資比

率が１％であるが利益に対する権利が20％とい

う場合に、出資比率を超える19％相当を投資に

対する収益と見るのか管理サービス報酬と見る

のかで会計処理が異なり、税制上の論点にもな

っていることから、ASBJ側の指摘は興味深い

とのコメントがあった。 

 

（３） 受託者（fiduciary） 

＜ASBJ側の資料説明＞ 

 IASBのプロジェクトでは、受託に基づく所

有は支配ではないとしている。現行の日本基準

では受託の取扱いという論点はないが、参考に

していくつもりである。現行の米国基準では、

パートナーシップにおいてGPが持分を持って

いなくても連結対象としているが、IASBのモ

デルでは、受託による所有として非連結となる

のではないか。 

＜質問・コメントおよび討議＞ 

ASBJ側から、この分野は、ルールの間隙を
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突こうとするスキームも多いので、ルール設定

に際しては取引実態をよく分析する必要がある

との指摘がなされ、FASB側から、同感である

とのコメントがあった。 

 

（４） 潜在的議決権 

＜ASBJ側の資料説明＞ 

 株式の過半数を取得できるオプションを有し

ている場合に、現時点で親会社と見るべきかと

いう論点であるが、基本的には、オプションを

行使することによって支配が生じるものと考え

る。IASBでは、最近の暫定的決定で、オプシ

ョン保有者は自動的に親会社となるわけではな

い（支配を示す兆候の一つにはなりうる）とし

ている。 

＜質問・コメントおよび討議＞ 

FASB側から、実態に応じた判断が必要で、

オプション行使の脅威により事実上の支配が成

立する場合もありうるとのコメントがあった。

これに対し、ASBJ側から、たしかにそういう

場合も考えられるので、IASBの暫定的決定の

考え方（支配の兆候にはなりうる）は妥当だと

思っているとのコメントがなされた。 

FASB側から、説明資料に添付された日本の

連結範囲に関するガイドラインを見ると40％と

いう"bright line"（数値基準による境界線）が

あるが、それにより運用上の問題は起きていな

いのかとの質問があった。これに対し、ASBJ
側から、40％未満でも状況により連結対象とす

るルールとなっていること（「ゼロ連結」もあ

りうること）などにより、比較的スムーズに運

用できているのではないかと思っているとの回

答がなされた。 

 

（５） 投資会社 

＜ASBJ側の資料説明＞ 

 投資会社が保有する投資の取扱いは、IFRS
と米国基準との間の相違点の一つであり、日本

基準でも検討課題となっている（いわゆる「ベ

ンチャー・キャピタル条項」）。連結すると総

額表示となるが、それでは投資の実態を反映し

ないとの意見も多い（現行の米国基準の立場）。

IASBでは、支配力基準の例外は認めないとし

ているが、連結しながら純額表示とする方法も

模索しているとのことである。 

＜質問・コメントおよび討議＞ 

FASB側から、投資会社の範囲をどのように

定義するかが問題であり、米国でこの問題を扱

ったSOP 07-01は、適用上の問題が多すぎるた

めFASBが承認せず無期限延期としたとの説明

があった。 

ASBJ側から、日本でも、投資者の属性で決

めるのか、投資の属性（シナジーの有無やリタ

ーンの性格等）で決めるのか、両方を考慮する

のか、といった議論があるとの説明がなされた。 

 

６．スタッフ・ミーティング 

 ２日目の午後は、ASBJ側の委員２名がSEC
訪問のため退席したが、概念フレームワークと

金融商品会計の両プロジェクトについてスタッ

フどうしの意見交換が合計約２時間半行われた。 

 

 


